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	国際競争流通業務拠点整備事業計画
（令和3年度）
計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1． 事業主体

○代表事業者
事業者名
事業者区分
民間事業者・協議会・土地区画整理事業施行者
事務
連絡先
所属・役職名
担当者名
住所
(〒　　-　　　)

電話・FAX

E-mail

○共同事業者
共同事業者名（１）
事業者区分
民間事業者・協議会・土地区画整理事業施行者
事務
連絡先
所属・役職名
担当者名
住所
(〒　　-　　　)

電話・FAX

E-mail

共同事業者名（２）
事業者区分
民間事業者・協議会・土地区画整理事業施行者
事務
連絡先
所属・役職名
担当者名
住所
(〒　　-　　　)

電話・FAX

E-mail

直接補助／間接補助
□　直接補助　　　□間接補助（地方公共団体と協議済の上で申請していることを確認します）
間接補助の場合
・対象事業（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・地方公共団体名／部署名／連絡先
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



＊共同事業者欄は適宜欄を追加して記入してください。
＊事業協同組合、共同出資会社の場合は、「事業者名」の欄にその旨を追記してください。
＊共同して事業を行う者同士の関係は、共同して事業を行う者同士で決定し、規約等を締結して応募時に届け出てください。
* 共同事業の場合は実施体制図をあわせて提出してください。
＊登記事項証明書、定款並びに直前三年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書を添付してください。
	計画名
	

	2． 事業区域とその面積

＜事業区域・面積＞
事業区域面積：　　　　　　　　　　㎡
事業区域図


○計画の所在地と国際競争流通業務拠点整備事業の地域要件への適合
所在地
対象地区となる
国際競争流通業務
地域再生促進計画
対象都府県
市町村
促進計画策定状況
　　　



（注１）国際競争流通業務拠点整備事業対象区域図の縮尺は自由とする。
（注２）同区域図には、事業対象区域の位置を明示のこと。
（注３）地方公共団体による「促進計画」を示す図面を添付し、同図に上記国際競争流通業務拠点整備事業対象
区域を明示すること。
（注４）下図は周辺の建築物、主要な施設等が確認出来るものを用いること。

	計画名
	

	＜用途・容積等の施設整備に係る条件＞
○地域地区
用途地域
特別用途地区等
○形態制限
容積率
建ぺい率
高さ制限
その他の形態制限
○その他都市計画等
地区計画
その他の都市計画等
事業対象区域の地域地区等指定状況（上記を図示）
（注）指定状況の分かる資料の添付でもよい。



	計画名
	

	3． 事業期間

着工予定時期
令和（　　）年（　　）月頃
事業期間
令和（　　）年（　　）月頃～令和（　　）年（　　）月頃
４．流通業務拠点の整備の概要

対象事業
□大規模流通業務施設整備事業
□交通施設整備事業
□都市再生土地区画整理事業　　
（注１）□の部分は、■により項目を選択のこと。
＜現状課題＞

物流機能
□国際海上コンテナ等の大型車輌へ対応できていない
□流通加工ニーズに対応できていない
□施設スペック面が理由で近年の物流ニーズを受け入れられない
　（例　回転率の高まりに対応できない　等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□従業員対応施設の不足、労働環境の改善
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
都市環境
□周辺に荷待ち車輌等が存在している
□敷地内で車輌が転回できず道路にはみ出している
□施設出入口付近の車輌の回転半径が確保できておらず対向車線に影響
□施設出入口の位置が周辺交通に影響を与えている
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
防災面
□周辺に荷待ち車輌等が存在している
□施設の耐震性に課題がある
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
その他
□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（注１）□の部分は、■により項目を選択のこと。
特段の課題が無い分類は、「その他」欄に現状認識を記載してください。
（注２）自由記述欄は適宜欄を追加して記載してください。
＜整備方針＞




	計画名
	

	○大規模流通業務施設整備事業（申請対象事業の場合のみ記載）

更新対象となる物流施設
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地所有者
敷地面積
　　　㎡
建物所有者
建物述べ面積・階数
　　　　㎡、地上　　　階
建物構造
建物築年数
更新対象となる物流施設２
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地所有者
敷地面積
　　　㎡
建物所有者
建物述べ面積・階数
　　　　㎡、地上　　　階
建物構造
建物築年数
位置図（上記の各施設の現状の配置図）





（注１）更新対象となる物流施設欄は、適宜欄を追加して記入してください。
（注２）□の部分は、■により項目を選択のこと。
（注３）更新対象となる物流施設に関する概要資料（パンフレット等、図面・スペックが分かる資料、現況写真等）を添付すること
	計画名
	

	建設予定の物流施設
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地面積
　　　　　　㎡
建物延べ面積
　　　　㎡
建物階数
　　　　　　階
建物構造
　　　
敷地所有者
　
建物所有者
以下の図面を添付
　　・配置図
　　・各階平面図（共用部分を色分け等で明示、寸法を表示すること）
　　・立面図、断面図
・面積表（用途別面積表、共用部の面積が分かる様に表示）


なお、公共施設の整備内容を図面上に表示すること


（注１）共用部分とは、交付要綱第18条第4項第1号に記載の、ランプウェイ、スロープ型の共用車路、共用エレベータ又は共同施設（緑地、広場、駐車場、共用通行部分、共用待機施設、避難設備、消火設備及び警報設備）をいう。
（注２）公共施設とは、道路、公園、広場、緑地等であり、管理者は公的主体以外の者であっても構わない。
（注３）申請者が事業区域内の土地について所有権等を有する者であることを証する書類、またはその他の申請者が事業区域内において事業を実施することが可能であることを証する書類を添付すること。
	計画名
	

	○交通施設整備事業（申請対象事業の場合のみ記載）

更新対象となる物流施設　
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地所有者
敷地面積
　　　㎡
建物所有者
建物述べ面積・階数
　　　　㎡、地上　　　階
建物構造
建物築年数
位置図（上記施設の現状の配置図）





（注１）更新対象となる物流施設欄は、適宜欄を追加して記入してください。
（注２）□の部分は、■により項目を選択のこと。
（注３）更新対象となる物流施設に関する概要資料（パンフレット等、図面・スペックが分かる資料、現況写真等）を添付すること
	計画名
	

	建設予定の物流施設　　
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地面積
　　　　　　㎡
建物延べ面積
　　　　㎡
建物階数
　　　　　　階
建物構造
　　　
敷地所有者
　
建物所有者
以下の図面を添付
　　・配置図
　　・ＧＬ平面図
（駐車施設、荷待ち施設、転回施設、通路部分を色分け等で明示、寸法を表示すること）
・面積表（上記の各面積が分かる様に表示）


通路幅員
　
（通行ルート図、通行軌跡図を添付すること）
大型車輌用駐車場

幅員　　　　ｍ、長さ　　　　ｍ　

（４０フィートコンテナ車が駐車可能なマスを含む）
駐車施設・荷待ち施設のマス数　　　　　　、面積　　　　　　㎡
荷待ち施設・駐車施設の設定にかかる算出根拠は８．を参照




（注１）申請者が事業区域内の土地について所有権等を有する者であることを証する書類、またはその他の申請者が事業区域内において事業を実施することが可能であることを証する書類を添付すること。
（注２）交通施設整備事業の対象工事費は舗装工事費のため、外構構造図を添付すること。
	計画名
	

	○都市再生土地区画整理事業（申請対象事業の場合のみ記載）

　
施行地区面積
施行者
　　　　　　　　（法第３条　項）
地区内権利者（数）
認可権者
（地方公共団体名／部署名／連絡先）
協議状況
認可権者と協議済の上で申請していることを確認します
施行地区現況図及び設計図



（注１）指定様式の土地区画整理事業にかかる「一般事項」「資金計画等」「都市再生土地区画整理事業の補助採
択要件」「都市再生土地区画整理事業の補助限度額の積算」シートを作成の上、添付のこと。
（注２）土地区画整理事業の認可権者との事前協議を経た後に提出のこと
	計画名
	

	（参考）土地区画整理事業の施行地区内で更新予定の物流施設

更新対象となる物流施設
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地所有者
敷地面積
　　　㎡
建物所有者
建物述べ面積・階数
　　　　㎡、地上　　　階
建物構造
建物築年数
位置図（上記の各施設の現状の配置図）


建設予定の物流施設
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地面積
　　　　　　㎡
建物延べ面積
　　　　㎡
建物階数
　　　　　　階
建物構造
　　　
敷地所有者
　
建物所有者
以下の図面を添付
　　・配置図
　　・各階平面図
　　・立面図、断面図
・面積表（用途別面積表）





（注）更新対象となる物流施設に関する現況の概要資料（パンフレット等、図面・スペックが分かる資料、現況
写真等）を添付すること
	計画名
	

	５．工程表

項　　　目
工　　程
令和3年度
令和4年度
令和5年度以降
全体行程
○大規模流通業務施設整備事業
○交通施設整備事業
○都市再生土地区画整理事業
○その他
（注１）詳細の事業工程表を添付すること。

（注２）申請対象事業以外に同時に実施する事業がある場合、当該事業の工程も記載すること。

６．概算事業費

＜全体事業費＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
区分
項　目
概算事業費
（百万円）
内訳（百万円）
他の補助事業*の適用予定
補助対象事業費（申請）
補助対象事業費外
大規模流通業務施設整備事業
・適用(  )・非適用
・適用(  )・非適用
小計
交通施設整備事業
・適用(  )・非適用
・適用(  )・非適用
小計
都市再生土地区画整理事業
・適用(  )・非適用
・適用(  )・非適用
小計
その他
・適用(  )・非適用
小計
概算事業費計
*他の補助事業の適用がある場合の事業名称等
（上の表の他の補助事業の適用欄に、該当の①～③を表示）
1 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
2 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
3 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（注1） 補助対象事業費と補助対象事業費外を区分した概算事業費の算出根拠を添付のこと。
（注2） 項目欄は、適宜欄を追加して記入してください。
	計画名
	

	＜補助対象事業費（申請）の内訳と補助要望額＞
区分
項　目
補助対象事業費（申請）
補助率
補助要望額
（百万円）
令和3
年度
令和4
年度
令和5
年度
大規模流通業務施設整備事業
小計
交通施設整備事業
⑤
⑥
小計
都市再生土地区画整理事業
⑦
⑧
⑨
⑩
小計
　　　合　　計
　


（注1） 事業年度が複数年にわたる場合は。各年度について記載のこと。
（注2） 複数の事業を申請する場合には、全事業について記載のこと。
（注3） 消費税の額を除いた額で記載すること。（補助対象費用は外税方式とし、消費税を含めた費用が補助対象）
（注4） 大規模流通業務施設整備事業について、補助対象事業費及び補助要望額の算出根拠資料、年次内訳書を添付すること。
申請手続費などは補助対象外。エレベータや設備など積み上げが可能な項目は積み上げにて、それ以外の直接工事費は原則、面積按分にて算出すること。また、共通仮設費、諸経費は、直接工事比率にて按分し、直接工事費、共通仮設費、諸経費を加えたものが工事費用となる。
面積按分にて算出した場合は、按分面積表も添付すること。
（注5） 交通施設整備事業について、補助対象事業費及び補助要望額の算出根拠資料、年次内訳書を添付すること。
申請手続費などは補助対象外。交通施設整備事業の対象工事費は舗装工事費とする。積み上げが可能な項目以外の直接工事費は原則、面積按分にて算出すること。また、共通仮設費、諸経費は、直接工事比率にて按分し、直接工事費、共通仮設費、諸経費を加えたものが工事費用となる。
面積按分にて算出した場合は、按分面積表も添付すること。
（注6） 都市再生土地区画整理事業について、指定様式の土地区画整理事業にかかる「資金計画等」「都市再生土地区画整理事業の補助採択要件」「都市再生土地区画整理事業の補助限度額の積算」シートを作成の上、添付のこと。


	計画名
	

	
７．資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
項目
補助対象事業費
補助対象事業費以外
計
本事業補助金
自己資金
（内、借入金想定）
他の
補助金
自己資金
（内、借入金想定）
その他
国
地方公共団体＊
大規模流通業務施設整備事業
交通施設整備事業
都市再生土地区画整理事業
その他
概算事業費計
＊間接補助の場合のみ


（注1） 都市再生土地区画整理事業について、指定様式の土地区画整理事業にかかる「資金計画等」シートを作成の上、添付のこと。
	計画名
	

	8． 防災機能の向上及び都市環境の改善に向けた取組に関する事項

○防災機能の向上に対する配慮事項





	計画名
	

	○都市環境の改善に向けた取組

１）周辺交通への影響に対する配慮事項【様式末尾の記入方法説明書を参照】

　＜記載事項の流れ＞


※ 複数施設の共同化の場合は、「（１）現在の物流施設の運用実態・施設仕様・周辺状況および都市環境上の課題」の様式を施設数と同数に複製の上、施設毎に記入を行うこと。

※ 新規整備事業の場合は、「（２）将来の物流施設の運用計画を踏まえた交通施設の仕様」の
様式の記入を行うこと。その他提出資料については協議により個別に設定するものとする。

（１）現在の物流施設の運用実態・施設仕様・周辺状況および都市環境上の課題
1 現在の物流施設の運用状況

■現在の取扱品目

（例）衣料品・日用品　食料品（常温）

■取扱貨物量の月別年間推移
期間
　　　　　○年4月 〜 ○年3月

月
4月
5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月
12月
1月
2月
3月
年計

貨物量(t)

103

t

515

t（月平均○t）
貨物量推移（平均に対する比率）

1.5

平均１

■年間・月間・週間における貨物量の変動の状況
例）年間では11月から12月にかけて年末シーズンにおける取扱量が増加する。
冷凍食品を取り扱っており、毎週月曜日の定期船入港日に大型コンテナ車による海外からの冷凍品の搬入時がピークとなるが、それ以外の日は搬出が主となるため月曜日とそれ以外の日の変動差が激しい。




	計画名
	

	■待機車両の状況

【概要】バースにおける平均搬出入作業時間（分／台）を確認し、閑散時間帯における施設内の車輌滞留時間から平均作業時間を引いた時間数が、車輌が通常、作業開始時間前に施設周辺に到着して待機している時間数と想定する

基準日

調査日

令和3年○月○日

・バースにおける平均搬出入作業時間

一定時間帯におけるサンプル調査により記載。車種や取扱い貨物構成が平均的になる様にサンプルを選定のこと。既存のデータがあれば調査は不要。

サンプル数

平均作業時間(分／台)（a）
○件

　

・貨物車１台あたりの平均待機時間

調査日のうち、駐車場・施設内待機スペースが満車にならない時間帯における車種別の施設内の滞留時間（施設に入ってから出るまでの時間）を調査し、貨物車１台あたりの平均待機時間を推定

調査時間帯

○時〜○時（時間単位）
車種

対象時間帯における合計台数（b）
総滞留時間（分）
平均滞留時間（分）

平均待機時間(分)

（平均滞留時間-平均作業時間）

小型車

大型車

特殊大型車

全体
(b)合計

(c)

(d)=(c)/(b)合計
(e)=(d)-(a)

・ピーク時間帯調査

調査日のピーク時間帯における車種構成と、バースの稼働率（各バースの稼働時間）を調査する

ピーク時間帯

○時〜○時（時間単位）
車種構成

対象時間帯における合計台数（f）
車種構成割合

(h)=(f)/(g)

小型車

大型車

特殊大型車

全体
(g)

ピーク時間帯のバース稼働率（割）
=稼働時間／ピーク時間帯総時間(i)　
　　　

ピーク時間帯における、各バースの稼働時間（分）を実態調査結果をもとに算出し、総時間に対する割合を算出する




	計画名
	

	■待機車両に必要なスペースの推定

 (a)＞(e)　の場合、必要待機スペース(j)＝バース数(k)×稼働率(i)
(a)＜(e)　の場合、必要待機スペース(j)＝バース数(k)×(e)/(a)×稼働率(i)
上記より、必要待機スペースの面積（バースを除く）を下記の通り推定
車種構成

必要待機スペース（台）

（l）=(j)×(h)

車種別
駐車マス
面積(㎡)(m)
必要待機スペース

(㎡)

(l)×(m)
小型車

11.5

大型車

42.9

特殊大型車

59.5

全体
合計必要面積(n)
2 現在の物流施設の仕様

バース数(k)
貨物車駐車台数（車種別・バース部除く）

バース部面積(㎡)

駐車場面積(㎡)(o)
通路部面積(㎡)

大型コンテナ車
大型貨物車への対応状況

バース

（例）8バースのうち２バースが40ftコンテナ車に対応

待機スペース

（例）大型貨物車に対応した駐車スペースは設けておらず施設内の通路脇に駐車

その他（通路等）

（例）施設内の通路は大型貨物車の通行を想定していない。

3 必要面積と現在の物流施設における駐車場面積の比較

必要待機スペース合計面積(n)
－現在の駐車場面積(o)（㎡）

不足待機スペース

　　　　　　　　（㎡）(p)
4 現在の施設周辺の交通の状況

　施設周辺での荷待ち駐車実態調査を想定（調査方法は23頁参照）

施設運用時間帯における周辺道路での荷待ち車両台数や写真等を添付
5 現在発生している都市環境上の課題（交通混雑・周辺道路における貨物車の荷待ち駐車等）
課題

1

2

3

4

5

6




	計画名
	

	（2） 将来の物流施設の運用計画を踏まえた交通施設の仕様

1 将来の物流施設の運用計画

■　稼働日あたり平均取扱見込量
取扱予定品目
年間取扱見込量（t）    (a)
稼働日数         (b)
稼働日あたり平均取扱見込量（t）
(c)= (a)/(b)
· 基準日あたり取扱見込量
搬入
搬出
平常稼働日取扱見込量(t)

ピーク日取扱見込量(t)

■計画駐車台数・面積（バース部分含む）

車種

駐車台数（台）

バース数

計画駐車面積

(㎡)
車種別駐車マス
面積（㎡）
小型車

11.5

大型車

42.9

特殊大型車

59.5

合計

(d)

(o)

■バースにおける平均搬入搬出作業時間見込み

平均作業時間（分/台）(e)
（見込値の設定理由）

■車輌の平均待機時間見込み

平均待機時間（分/台）(f)
（見込値の設定理由）

■ピーク時間帯におけるバース稼働率見込み
バース稼働率（割）(g)

（見込値の設定理由）

■ピーク時間帯における車種別構成見込み

車種構成

台数見込

（台）(h)
車種構成割合

(j)=(h)/(i)

小型車

大型車

特殊大型車

全体
(i)

（見込値の設定理由）




	計画名
	

	■上記の見込値から、必要待機スペースの面積を下記の通り推定

【推定】待機車両に必要なスペースの推定

(e)＞(f)　の場合、必要待機スペース(k)＝バース数(d)×稼働率(g)
(e)＜(f)　の場合、必要待機スペース(k)＝バース数(d)×(f)/(e)×稼働率(g)

(f)＝０ 　の場合、必要待機スペース(k)＝ ０ 
車種構成

必要待機スペース（台）

（l）=(k)×(j)

車種別
駐車マス
面積(㎡)(m)
必要待機スペース

(㎡)

(l)×(m)
小型車

11.5

大型車

42.9

特殊大型車

59.5

全体
合計必要面積(n)
バース数の増加により、ピーク時のバースの稼働率が低下し、平均待機時間(f)がゼロになる場合には、必要待機スペースもゼロとする。

2 必要面積と計画物流施設における計画駐車面積の比較

計画駐車場面積(o)
－必要待機スペース合計面積(n)（㎡）

不足待機スペース　

　　　　　　（㎡）(p)
3 その他運用計画に基づく交通施設の仕様

例）施設出入口位置の見直し、施設出入り口の回転半径の大型車両対応

　　大型貨物（コンテナ）車が通行可能な、通路幅、ランプウェイの確保等、運用計画にもとづく交通施設の使用を記載

なお、周辺環境の改善に資する取り組みを示すために、本様式の計算式結果に加え、周辺環境の改善に資することを示す資料を合わせて提示することも可能とする。

4 将来予測される施設周辺の交通の状況

例１）現在、周辺の流通業務施設と朝のピーク時において、貨物車の集中により渋滞が発生しており、本施設更新後も朝には交通集中による渋滞が発生すると考えられる。

例２）本施設の立地地区と高速道路ICとを結ぶ道路が計画されており（2017年を目標）、特に大型貨物車の本施設へのアクセスは大幅に改善する見込みである。



	計画名
	

	（３）課題解決のための取組と期待される効果

①「現在の物流施設」の不足待機スペースと「計画物流施設」の不足待機スペースの比較

　待機スペースの不足面積が、計画物流施設において現状より改善（不足面積が減少）していることを確認してください

計画物流施設の不足待機スペース(2)②(p)
－現在の物流施設の不足待機スペース(1)③(p) 
　　　　　　　　　　（㎡）

なお、複数施設の共同化の場合の現在の不足待機スペースは、施設毎に計算した不足待機スペース(1)③(p)を合計したものとする。
2 周辺交通の課題解決のための取組と期待される効果

特に、(2)②(p)がマイナスの場合はそれを補うための取組を記載してください。

課題解決のための取組

期待される効果

物流施設の運用計画を踏まえた駐車スペースの確保

例）現在、周辺の流通業務施設と朝のピーク時において、貨物車の集中により渋滞が発生している。施設更新後は貨物車待機スペースが増加することから渋滞は緩和されると考えられる。

ピーク日において施設内通路部に貨物車の駐車を可能にすることで、駐車面積不足に対応

例）荷待ち駐車については、平均的な稼働日においては施設内に必要な駐車面積が確保されていることから発生しないと考えている。またピーク日は駐車場面積は不足するものの、通路部の約１５％を含めると面積は確保されることから周辺道路における荷待ち駐車はほぼ吸収できると考えられる。

施設内の荷待ちと駐車場の混雑状況を携帯電話等を用いて貨物車のドライバーに伝えるシステムの導入

貨物車のドライバーが施設到着時間を調整することにより、施設周辺の路上での荷待ち駐車の発生抑制が可能である。




	計画名
	

	3 その他事業推進上の取組の工夫

２）その他の都市環境の改善の取組
例）公共施設の整備の取組（緑地、道路隅切り等）と期待される効果　等
騒音対策・施設からの排気・排ガスに関する配慮　等、

交通安全向上に対する取り組み　等、

環境・景観対策　等

の周辺の都市環境改善に資する取組みを記載



	計画名
	

	９．その他必要な事項（物流機能の向上による効果等を記載）
例）国際物流のシームレス化、

物流（輸送、荷役、在庫、流通加工等）の効率化・高度化に関する方針、

方針に基づいた施設の整備方針（整備後の施設スペック想定）、

単一施設の再整備の場合との効果比較、

物流コスト低減効果（定性的な内容でもよい）、

品質の確保について　等



（参考）

８．１）周辺交通への影響に対する配慮事項に関する記入方法
（１）現在の物流施設の運用実態・施設仕様・周辺状況および都市環境上の課題
①　現在の物流施設の運用状況
	■現在の取扱品目

	· 主な取扱品目を下表の品目分類から記載（複数品目可）
[image: image1.emf]


	■取扱貨物量の月別年間推移
	· 期間を記入（できるだけ直近年度の１年間とする）
· 直近1年間の記載を何月から始めるかは問わない。月の順序は記入した期間に合わせるために変更して良い
· 貨物量(t)は有効数字2桁で記入。最終列に年間取扱合計（年計）と月平均の貨物量を記入
· 貨物量推移は上記の月平均に対する比率を記入

	■年間・月間・週間における貨物量の変動の状況
	· 取扱貨物の変動について、年間、月間、週間で見たときの変動状況を例にならい具体的に記入

	■待機車両の状況

（基準日）
	· 本申請に際しては、施設整備前後における都市環境改善の効果測定および、駐車場等の必要量算定のため、現在の物流施設の交通実態調査を行う事を前提としている。（詳細は26頁参照）
· この調査日選定に際しては、調査が可能なスケジュールの中で、貨物車が集中すると考えられる日を選定すること。（月の中でピークとなる日、15日、30日等）

※年末や年度末など特別に貨物車が集中する時期でなくてかまわない。
· 基準日の一日あたり取扱貨物量(t)を有効数字2桁で記入


	■待機車両の状況

（バースにおける平均搬出入作業時間）
	· 基準日における一定の時間帯を対象に車輌のサンプル調査を実施し、実際の搬出入時間を調査。
· 車種や取扱貨物の構成が平均的になるようにサンプルを選定すること。

· 既存の同様数値があれば調査は不要。

	■待機車両の状況

（貨物車１台あたりの平均待機時間）
	· 基準日のうち、駐車場・施設内待機スペースが満車にならない時間帯における貨物車の待機時間を調査する。

· 上記時間帯を選定し、対象時間帯における車種別・車別の入出庫時間を入り口ゲートで調査。

· 対象時間帯における車種別台数と施設内の総滞留時間（出入時間の差の総和）を算出。

· 平均滞留時間から平均搬出入作業時間を引いた時間が、通常、作業開始前に施設周辺に到着して待機している時間数と想定

· 貨物車種類は自動車の大きさを基準に以下のように定義する。
貨物車種類

長さ

幅

高さ

想定される貨物車

小型車

4.70m
以下

1.70m
以下
2.00m
以下

2t車までの貨物車

大型車

12.0m
以下

2.50m
以下
3.80m
以下

後２軸の

2tを超える貨物車

特殊大型車

16.5m
以下

2.50m
以下
3.80m
以下

4軸のセミトレーラー
連結車

（参考：道路構造令の解説と運用 ）



	■待機車両の状況

（ピーク時間帯調査）
	· 基準日のピーク時間帯を選定し、車種別ピーク時間発集量を実態調査結果をもとに記入

· 基準日のピーク時間帯における車種別・車別の入出庫台数を入り口ゲートで調査。

	■待機車両の状況

（ピーク時間帯のバース稼働率）
	· 基準日のピーク時間帯を選定し、各バースの稼働時間（または非稼働時間）を実態調査結果をもとに記入。
· 平均バース稼働率を算出

	■待機車両に必要なスペースの推定
	· 必要駐車台数を以下の計算式にて算出
車種別必要駐車台数  = バース数
　　　　　　　　　　　　×車種別構成割合
　　　　　　　　　　　　×車種別駐車マス面積（㎡）
· 各車種の必要面積を足して現状の必要面積を算定
· 貨物車種類別に必要な駐車マスの大きさは以下を標準とする

貨物車種類

長さ

幅

面積

小型車

5.00m

2.30m
11.5㎡

大型車

13.0m

3.30m
42.9㎡

特殊大型車

17.0m

3.50m
59.5㎡

（参考：道路構造令の解説と運用）




②　現在の物流施設の仕様
· バース数、貨物車駐車台数（車種別・バース部除く）、駐車場面積(㎡)、通路部面積(㎡)を記入
· 大型コンテナ車大型貨物車への対応状況について以下の例を参考に記入
　（例）バース：8バースのうち２バースが40ftコンテナ車に対応
　　　待機スペース：大型貨物車に対応した駐車スペースは設けておらず施設内の通路脇に駐車
　　　その他（通路等）：施設内の通路は大型貨物車の通行を想定していない。
（２）
将来の物流施設の運用計画を踏まえた交通施設の仕様
①　将来の物流施設の運用計画
	■取扱予定品目
	· 取扱予定品目を記載。

未定の場合は想定として最大５品目まで記入

	■年間取扱見込量
	· 取扱見込量を取扱予定品目毎に記入。

未定の場合は想定として記載。

	■計画駐車台数・面積

(バース部分含む)
	· 施設計画における車種別の駐車台数、バース数、計画駐車面積（車種別の駐車台数に車種別駐車マス面積をかける）を記入

	■バースにおける平均搬出入作業時間見込み
	· 想定値を記載。見込値設定の理由を具体的に記載すること

	■車輌の平均待機時間見込み
	· 想定値を記載。見込値設定の理由を具体的に記載すること。想定値が無い場合は、現状調査の結果を適用。

	■ピーク時間帯におけるバース稼働率見込み
	· 想定値を記載。見込値設定の理由を具体的に記入すること。

	■ピーク時間帯における車種別構成見込み
	· 想定値を記載。見込値設定の理由を具体的に記入すること。

	■待機車両に必要なスペースの推定
	· 必要駐車台数を以下の計算式にて算出
車種別必要駐車台数  = バース数
　　　　　　　　　　　　×車種別構成割合
　　　　　　　　　　　　×車種別駐車マス面積（㎡）
· 各車種の必要面積を足して現状の必要面積を算定


（参考）

８．１）周辺交通への影響に対する配慮事項に関する物流施設交通実態調査方法

※下記に相当する調査結果を既に有する場合は改めて調査を行う必要はない

■　調査の目的
・施設整備前後における都市環境改善の効果測定

・駐車必要面積の算定の根拠データの取得
■　調査方法　（太字は調査により把握される項目）
· バースにおける平均搬出入作業時間調査
・基準日における一定の時間帯を対象に車輌のサンプル調査を実施し、実際の搬出入時間を調査

・車種や取扱貨物の構成が平均的になるようにサンプルを選定すること。

●　貨物車１台あたりの平均待機時間を推定

・基準日のうち、駐車場・施設内待機スペースが満車にならない時間帯における貨物車の待機時間を調査する。該当の時間帯を選定する。

・物流施設ゲートにおいて、貨物車別の車種、入庫時間、出庫時間を調査
・ナンバープレート等により車種を確認し貨物車毎の滞留時間を計算した上で、車種毎に集計し、以下の項目を把握
車種別発集量（台数） ：物流施設に出入りした車種別の貨物車台数
車種別総滞留時間（分）：物流施設に出入りした車種別の滞留時間の総合計
・上記により、物流施設における貨物車の平均滞留時間を算出

　平均滞留時間から平均搬出入作業時間を引いた時間を、平均待機時間とする

●ピーク時間帯調査

・基準日のピーク時間帯を選定し、車種別ピーク時間発集量を実態調査する
・物流施設ゲートにおいて、貨物車別の車種、台数を調査

・各バースのピーク時間帯における総稼働時間（または非稼働時間）を実態調査し、ピーク時間帯における稼働率を算出する
●施設周辺荷待ち車両実態調査
・調査対象場所は対象施設の敷地外周の道路、および敷地から半径500m程度内の近隣において待機車が発生していると考えられる箇所（公園周辺等）周辺道路等において、当該施設に起因する荷待ち車両の発生が考えられる場所とする
・ピーク時間帯の調査を基本とし、駐車車両について1時間毎に駐車位置とナンバープレートを調査。
・本調査により、施設周辺における荷待ち車両の発生数および駐車の状況を把握
・成果としては荷待ち発生エリア別の駐車車両数の集計表のほか、駐車車両の駐車状況について写真や地図等を用いて視覚的にとりまとめること
■ 注意事項
○ 調査日の設定について
・月間、週間の変動を考慮に入れ、調査が可能なスケジュールの中で、最も貨物車が集中すると考えられる一日を選定
（図示）





（図示）





上述の＜現状課題＞に対応する整備方針を、分類ごとに記載。


特に物流機能に関する整備方針（整備後の施設スペック想定）を詳しく記載。


大規模流通業務施設整備事業を想定している場合は、単体再整備の場合との効果比較についても記載願います
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ｍ（４０フィートコンテナ車の通行が可能な幅員　）
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（百万円）





施設の高度化・更新により期待される防災機能の向上効果を簡潔に記述。


例えば、耐震性の向上、大型車輌待機スペースの確保による周辺の緊急避難道路の通行確保などのハード面に起因する向上効果のほか、災害時の支援策（自治体との協力協定の締結予定や、周辺の避難受入、救援物資の協力等）について記載





（１）現在の物流施設における必要待機スペースと実際の待機スペースの面積比、および（２）計画物流施設の必要待機スペースと計画待機スペースの面積比を算出し、（４）において、（１）と（２）を比較し、現状より改善する予定であることを確認する。





≦０（必要条件）
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